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子宮頸がんワクチン接種勧奨について

　福島県医師会常任理事
　学校保健委員会委員長

　　　　清　原　　　尚

はじめに
　福島県医師会は、1996年₃月学校保健委員
会答申を受け、県内に地域学校保健委員会を
設置し、各市町村教育委員会と連携し小・中
学生に対して性教育事業に積極的に取り組ん
でいる。また、がん対策基本法のもと、「が
ん教育」が小・中・高等学校で開始されてい
る。その中で、女性は一生のうち約75人に一
人が子宮頸がんに罹患するとされている。最
近、10～16歳でヒトパピローマウイルス（以
下、ＨＰＶ）ワクチンを接種すると、子宮頸
がん発症リスクが88％減少したとの研究が発
表されている。しかし、このように有効性が
証明されているＨＰＶワクチン接種の積極的
な勧奨が止まっている状態である。最近、子
宮頸がんワクチン接種勧奨の再開の報道がな
され関心がもたれるようになった。また、第
33回東北学校保・学校医大会に開催された各
県医師会学校保健担当理事意見交換会で子宮
頸がんワクチン接種勧奨を取り上げ、今後小
児科医会・産婦人科医会と連携し、ＨＰＶワ

クチン接種が有効とされている年代を担当し
ている学校保健としても「ＨＰＶワクチン接
種勧奨」を働きかけることにしたいため、今
回取り上げることにした。

ＨＰＶワクチン接種経過
　子宮頸がんのほとんどがＨＰＶというウイ
ルスの感染で生じることが、1982年ドイツの
ハラルド・ツァ・ハウゼン氏により発見され、
この功績により同氏は2008年ノーベル医学生
理学賞を授与された。ＨＰＶワクチンは、
2006年に欧米で作られ使用された。日本では
2009年10月にワクチンとて承認され、接種が
開始された。2013年₄月₁日より子宮頸がん
予防ワクチンとして法律に基づく定期接種

（無料）として小学₆年生から高校₁年生相
当年齢に実施されることになった。しかし、
接種後に全身の痛みなどの訴え、一部マスコ
ミの副反応報道を受け、厚生労働省は「適切
な情報提供ができるまでの間、定期接種を積
極的に勧奨すべきではない」という専門家会



福島県医師会報第84巻第₂号（₄．₂）

（　　）3 125 

議の意見を踏まえ、同年₆月14日付けで「ヒ
トパピローマウイルス感染症の定期接種の対
応について（勧告）」₁）という通達を発令し、

「副反応の発生頻度がより明らかになり、国
民に適切な情報提供ができるようになるまで
の間、定期接種を積極的に勧奨すべきではな
い」とした。また、「ヒトパピローマウイル
ス感染症の定期接種の対象者又はその保護者
に対し、予防接種法第₈条の規定による当該
接種の勧奨をおこなうに当たっては、市町村
長は、接種の積極的な勧奨とならないよう留
意すること」と通知した。この通達の内容は、
一般の人のみならず医療関係者にも、ＨＰＶ
ワクチン接種は避けるべきとの誤解を与えて
しまい、当初70％あった接種率が年々減少し、
昨年度は₁％以下まで低下したとされている。
　その後、ＨＰＶワクチン接種後に認められ
た多様な症状に関して、国内外で解析がおこ
なわれ、ワクチン接種との因果関係を証明す
るような科学的・疫学的根拠が示されておら
ず、我が国においても、名古屋市が接種年齢
に該当する名古屋市在住の女性₇万人を対象
に実施した大規模なアンケート調査₂）が名古
屋スタディーとして報告されているが、ＨＰ
Ｖワクチン接種をした後に報告された多様な
症状との間には関連ないと結論づけられてい
る。また、有害事象との因果関係についてエ
ビデンスが積み上げられ、海外において副反
応を考慮した上で接種を継続した結果、すで
に子宮頸がんは減少、数十年後には根絶の可
能性すら予想されている。このように、ＨＰ
Ｖワクチンは安全なワクチンであることが科
学的・疫学的に証明されているにもかかわら
ず、一般の人の多くは事実を知ることがなく、
ＨＰＶワクチンは副反応を生じる怖いワクチ
ンとのイメージを持ち続け、わが国のＨＰＶ
ワクチン接種は、2013年₆月に積極的勧奨は
中止されている。2016年₇月には副反応を訴
える女性らが国および製薬会社などに対して

集団訴訟を起こす。
　このような事態の中約₇年に亘って黙認し
ていた厚生労働省は、国内外からの強い批判
を浴び2020年10月₉日に厚生労働省健康局長
より各都道府県知事への通達「ヒトパピロー
マウイルス感染症に係る定期接種の対象者へ
の周知について」₃）と厚生労働省健康局健康
課長より都道府県衛生主管部（局）長への通
達「ヒトパピローマウイルス感染症に係る定
期接種の対象者への周知に関する具体的な対
応等について」₄）を発令することになる。ま
た、対象者等への周知方法については、「予
防接種法第₅条第₁項の規定による予防接種
の実施について」（平成25年₃月30日　健発
0330第₂号　厚生労働省健康局長通知）の別
添「定期接種実施要領」第₁の₂にあるとお
り、やむを得ない事情がある場合を除き個別
通知とし、リーフレット（図Ⅰ）等で情報提
供を行うための資材を対象者等へ個別に送付
する。この通達より山形県小児科医会　秋場
伴晴氏が述べているように、定期接種対象者
に情報を個別に送付することは法令で定めら
れており、予防接種対象者に対して個別通知
を行わないということは法令違反であると賛
同したい。

₁）厚生労働省健康局長：ヒトパピローマウイ
ルス感染症の定期接種の対応について（勧告）

　https://www.mhl.go.jp/content/00068097.pdf
₂）Suzuki S and Hosono A: No association 

between HPV vaccine and reported 
postvaccination symptoms in Japanese 
young women: Results of the Nagoya 
study. Papillomavirus Res 2018;5:96-103

₃）厚生労働省健康局長 : ヒトパピローマウ
イルス感染症に係る定期接種の対象者等へ
の周知について

　https://www.mhl.go.jp/content/000680905.pdf
₄）厚生労働省健康局健康課長：ヒトパピロー
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マウイルス感染症に係る定期接種の対象者等
への周知に関する具体的な対応等について

　https://www.mhl.go.jp/content/000680905.pdf

図Ⅰ
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ＨＰＶ感染症に係る定期接種の積極的勧奨の
支障となっている副反応の問題₅）

₁）子宮頸がん予防ワクチンを販売開始から
2014年11月まで接種した約338万人（約890
万回接種）のうち、副反応疑いがあったの
は2,584人（被接種者約338万人の0.08％

［のべ接種回数約890万人の0.03％］）
₂）発症日・転帰等が把握できた1,739人の

うち、回復した方又は軽快し通院不要であ
る方は1,550人（89.1％）、未回復の方は
186人（10.7％、被接種者の0.005％、［の
べ接種回数の約0.002％］）

₃）症状の継続期間の内訳（表₁）
₄）症状の概要（表₂）
₅）転帰の内訳（表₃）
₆）生活支障及び治療方法の概要（表₄）

表₁

表₂

表₃

表₄



福島県医師会報第84巻第₂号（₄．₂）

（　　）6 128 

₅）厚生労働省　ＨＰＶワクチン（子宮頸が
ん予防ワクチン）副反応追跡調査結果につ
いて　資料₄－₁ 副反応追跡調査結果に
ついて

福島県の状況および会津若松市の対応
　2021年₆月第33回東北学校保・学校医大会
に開催された各県医師会学校保健担当理事意
見交換会の議題「子宮頸がんワクチン接種勧
奨」についてアンケート調査を行い、福島県
59市町村予防接種担当者に対しても、アン
ケート調査を行った。回収率は、80％であっ
た。
₁）2020年10月に厚生労働省から「ＨＰＶ感

染症に係る定期接種の対象者への周知につ
いて」通知されているが、定期接種の対象
者及びその保護者への周知方法は、どのよ
うに行っているかに対しての回答（複数回
答）では、個別通知・広報誌に掲載・ホー
ムページに掲載で、特に周知していない市
町村は、20.3％であった。

₂）予防接種のリーフレットや広報誌などで、
ＨＰＶワクチン接種の有効性及び安全性等
について情報提供しているかとの質問に対
し、している市町村は、61.7％であった。

₃）ＨＰＶワクチンの公費負担について、対
象年齢（小学₆年生から高校₁年相当）の
経過後の接種費用に対しての公費負担につ
いては、回答のあった全ての市町村で「し
ていない」との回答であった。

　次に、会津若松市令和₃年12月市議会定例
会で、ＨＰＶワクチン接種関連の市議員の質
問に対する市長の答弁を紹介する。
　会津若松市では、2011年（平成23年）₂月
より、国の子宮頚がん等ワクチン接種緊急促
進事業に基づき、任意接種として、主に中学
₁年生から高校₁年生相当の女子に対する接
種を開始、2013年（平成25年）₄月より予防
接種法の改定により定期接種化されたが、同

年₆月に国より積極的勧奨の差し控えの通知
により、個別通知を中止しホームページでの
情報提供を実施する。また、予防接種の実施
および勧奨は、市の責務であることを認識し
ている。
　積極的接種勧奨が再開された場合の個別通
知の実施は、国からの通知により2022年（令
和₄年）₄月から、対象者に対して個別通知
による情報提供および接種券の発送を実施し
ていく予定である。
　接種費用については、₉割が地方交付税措
置となり、2013年（平成25年）度以降の未接
種者については、国において救済措置、対象
年齢などの詳細は国において審議中のため国
の動向を見極めながら対応するとのことだ。
　2013年（平成25年）₄月時点の接種割合と
副反応の出現については、2011年（平成23年）
₂月から2013年（平成25年）₃月までは、接
種対象者を中学₁年生から接種機会を逃した
高校₃年生相当者としており、接種対象者
4,026名中、₁回目接種者3,018名で接種率
74.9％となっている。副反応は、2015年（平
成27年）度に実施したワクチン接種者への体
調変化に関するアンケートの結果では、アン
ケート配布人数3,105名中、454名に副反応症
状があったと回答しており、主症状は接種部
位の痛みや腫れ、だるさ、しびれ、手足の痛
みなどで、症状の継続期間も様々であった。
予防接種は、本ワクチンに限らず、少なから
ず身体の反応が見受けられるものと認識して
おり、接種対象者に対し副反応をはじめ予防
接種に対する情報を適切に周知し少しでも不
安が軽減されるように丁寧に対応に努めると
の答弁であった。

子宮頸がんワクチン接種積極的な勧奨再開へ
　2021年₈月31日、田村元厚生労働大臣は

「積極勧奨に向け専門家にしっかりご審議い
ただく必要がある」と述べられたことに発し、
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10月₁日に厚生科学審議会副反応検討部会が
開催され、ＨＰＶワクチンに関する課題への
対応（①ワクチンの安全性・有効性に関する
エビデンスの整理、②ワクチン接種後に生じ
た症状に苦しんでいる方に寄り添った支援
策、③ワクチンに関する情報提供）について
議論がなされる。この討議の結果を踏まえて、
厚生労働省は11月12日、症状が出た人の相談
体制強化などの準備を行い、来年度にも勧奨
を再開することになった。また、日本医師会
から出席した宮川政昭常任理事は、国民が納
得できる形で接種を推進していく観点から、
学校を含む地域での支援体制、協力医療機関
の数、質の保持・向上など、どのような体制
を整備していくのかを具体的に示すように求
めた他、学校医との連携の必要性についても
指摘しているように、私たち学校医としても、
積極的に関わりあっていきたい。

ＨＰＶ感染症に係る定期接種の今後の対応
　2021年11月26日 ( 健発1126第１号 ) 厚生労
働省健康局長より₁. ＨＰＶワクチンの個別
の勧奨について　₂. ＨＰＶワクチンの個別
勧奨及び接種を進めるに当たっての留意点　
₃.2013年（平成25年）通知が廃止されるまで

の間、積極的な勧奨の差控えによる接種機会
を逃した方への対応について　が通知された。
　特に、₃ .2013年（平成25年）通知が廃止さ
れるまでの間、積極的な勧奨の差控えによる
接種機会を逃した方への対応については、第
27回同分科会において、その対象者及び期間
について意見が取りまとめられた。今回のよ
うに公平な接種機会を確保する観点から、時
限的に、従来の定期接種の対象年齢を超えて
接種を行うことを「キャッチアップ接種」と
いう。積極的な勧奨を差し控えている間に定
期接種の対象であった平成₉年度生まれから
平成17年度生まれまでの女子をキャッチアッ
プ接種対象とし、接種期間は令和₄年₄月か
ら令和₇年₃月までの₃年間で、令和₄年₄
月₁日から施行予定となった。また、ＨＰＶ
ワクチン接種を中断し、₃回接種のスケ
ジュールを最後まで完了していない者への対
応等については、今後、同分科会予防接種基
本方針部会等において方針が決定次第、速や
かに示す予定であることが示された。
　最後に地域におけるＨＰＶワクチン接種に
係る診療・相談体制の強化のイメージとして、
厚労省からリーフレットが提供されているの
で参考にして頂きたい。


